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１．検討の背景

2
総務省情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班 資料18-1 P25より引用
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２．共用検討の方向性

3
総務省情報通信審議会 情報通信技術分科会 資料169-1-1 新世代モバイル通信システム委員会報告概要P29 より引用
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 海上ローカル5Gは、屋外で利用されるものと想定されるため、運用周波数帯を4800~4900MHzとする。
 海上ローカル5Gの運用周波数帯を4800~4900MHzとすると、共用検討対象パターンは以下の通り。

① 海上を含むローカル5G⇔公共業務（隣接周波数）
② 海上ローカル5G⇔5GHz帯無線アクセスシステム（隣接周波数）
③ 海上ローカル5G⇔５Gシステム（隣接周波数）、陸上ローカル5G（同一、隣接周波数）

 共用検討パラメータは、基本的に過去の情通審における共用検討で用いた値をそのまま用いることとする
 電波伝搬モデルは、過去の情通審における共用検討との整合性を考慮し、過去の検討で用いたモデルを踏襲することとする。ただし、ローカル

5G同士の場合は、海上ローカル5G側は見通し環境にあると想定されるため、自由空間伝搬モデルで検討を行うことを基本とする。

３．共用検討パターン

4



All Rights Reserved, Copyright@2024. DOCOMO Technology, INC. -Confidential-

３．共用検討パラメータ ～海上を含むローカル５Gシステム（基地局、移動局）～

基地局、移動局の共用検討パラメータ

5

 ローカル5Gの共用検討パラメータは、過去の検討※1と同じ。

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日及び2023年６月21日）
※2 同一周波数の干渉検討で考慮。隣接周波数の干渉検討においては、不要発射の強度の値が総合放射電力（空間に放射される電力の合計値）で規定されているため考慮しない
※3 ローカル５Ｇ作業班における海上利用に係るニーズ調査においては、洋上プラットフォーム建設時などに比較的高い高度（現時点では、最大40m程度、将来的には200ｍ程度）で用いられる可能性自体は想定しうるが、基本的には船上等数メートル程度での利用が主とのことであり、

海上ローカル５Ｇ移動局の空中線高は、陸上と同様に1.5mと設定し、評価を行うこととした。

マクロセル
基地局

スモールセル基地
局

移動局

PC3 HPUE(PC1.5)

送信帯域幅（MHz） 100 100 100 100

空中線電力 (dBm) 23 29

空中線電力密度(dBm/MHz) 28 5 3 9

空中線利得(dBi) 23 23 0 0

送信系各種損失(dB) 3※2 3※2 0 0

空中線指向特性 図1参照 図2参照 無指向性 無指向性

機械チルト(度） 6 10

空中線高(m) 40 10 1.5※3 1.5※3

送信EIRP密度（dBm/MHz） 48 25 3 9

離接CH漏洩電力(dBm/MHz)
-4

Max(-44.2dBc,-
4dBm/MHz)

-16
Max(-44.2dBc,-

4dBm/MHz)

-27
Max(-30dBc,-
50dBm/MHz)

-22
Max(-31dBc,-
50dBm/MHz)

スプリアス (dBm/MHz) -4 -4 -30 -30

その他損失（dB） 0 0 8
(人体吸収損)

8
(人体吸収損)

許容干渉電力
帯域）(dBm/MHz) -115 -110 -110 -110

帯域外(dBm) -52 -47 -47 -47

図1 海上を含むローカル5Gマクロセル基地局の空中線指向特性 ※1
（チルト6度（下向き）、干渉検討では包絡線パターンを利用）

図2 海上を含むローカル5Gスモールセル基地局の空中線指向特性 ※1
（チルト10度（下向き）、干渉検討では最大パターンを利用）
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陸上移動中継局

移動局対向器
(＝マクロセル基地局) 基地局対向器（=PC1.5）

空中線電力 (dBm) 29

空中線電力密度(dBm/MHz) 28

空中線利得(dBi) 23 0

送信系各種損失(dB) 3※2 0

３．共用検討パラメータ ～海上を含むローカル５Gシステム（陸上移動中継局、小電力レピータ）～

6

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年６月21日）
※2 同一周波数の干渉検討で考慮。隣接周波数の干渉検討においては、不要発射の強度の値が総合放射電力（空間に放射される電力の合計

値）で規定されているため考慮しない
※3 ※1の報告と同様に、小電力レピータの送信空中線高は、移動局と同じに設定した。

(a) 水平面

(b) 垂直面

小電力レピータ

移動局対向器 基地局対向器

空中線電力 (dBm) 24 24

空中線利得(dBi) 0 0

送信系各種損失(dB) 0 0

空中線指向特性 無指向性 図1参照

空中線高(m) 1.5※3 1.5※3

陸上移動中継局の共用検討パラメータ
 ローカル5Gの共用検討パラメータは、過去の検討※1と同じ。

小電力レピータの共用検討パラメータ

図3 海上を含むローカル5Gレピータ・基地局対向器のアンテナの指向特性※1
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４-1．公共業務との共用検討 ～過去の共用検討※の振り返り（基地局の場合）～

7

 （無線局パラメータを基に考察し）帯域内干渉はローカル5G基地局与干渉、帯域外干渉は公共業務与干渉が支配的としている。
 帯域内、帯域外干渉それぞれについて、公共業務用固定局の設置位置を中心とする半径100km以内の1km2毎の地点にローカル5G基地局が存在するモデルで干渉影響を計算。
 公共業務用固定局の許容干渉電力（帯域内）超過地点と、ローカル5G基地局の許容干渉電力（帯域外）超過地点が、それぞれ存在する。
 ローカル5Gと公共業務用固定局の免許人が個別の干渉調整を通じてローカル5G基地局の設置地点の可否を判定することは困難であるため、超過地点の有無を市区町村単位で確認し、

その単位でローカル5Gと公共業務用固定局との共用条件を定めることが提言されている。

※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）

公共業務用固定局

ローカル5G基地局

100km

1km
×

1km

帯域内干渉

帯域外干渉
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４-1．公共業務との共用検討 ～過去の共用検討※1の振り返り（移動局の場合）～

8

 2018年7月の共用検討結果※2を踏襲し、以下のように取りまとめている。
• L5G移動局与干渉：GB=0MHzで共用可能
• 公共業務与干渉：周波数離調20MHz確保＆離隔150m程度で共用可能

 移動局がHPUEの場合については、過去の検討※3で 、以下のように取りまとめている。
• 5G移動局の HPUE（PC1.5）と通常端末（PC3）の隣接チャネル漏えい電力規定を比較し、HPUEでは5dBの与干渉電力増加がみられる。
• しかし、2018年度の情報通信審議会共用検討で算出された所要改善量のマージンの範囲内である事が公共業務用無線局の免許人との間で確認された。
• 従って、５Ｇ HPUEと隣接帯域の公共業務用無線局は共用可能

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
※3 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）

周波数離調 最小離隔距離※3 帯域内干渉 帯域外干渉

0 MHz

100 m 9.9 dB 5.3 dB

120 m 8.7 dB 4.2 dB

140 m 7.7 dB 3.1 dB

20 MHz

100 m 1.3 dB 5.3 dB

120 m 0.2 dB 4.1 dB

140 m 0 dB以下 3.1 dB

※3 陸上移動局の周囲150mの範囲内で公共業務用無線局を配置

過去の共用検討結果（公共業務⇒ローカル5G移動局）
(※2 報告書 表4.6.2.2-3より引用)
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４-1．公共業務との共用検討 ～過去の共用検討※1の振り返り（中継局の場合）～
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 陸上移動中継局の場合
• 以下の考察により、陸上移動中継局は、公共業務と共用可能としている。

 陸上移動中継局の下り（移動局対向）は、マクロ基地局の電力以下、上り（基地局対向）は、HPUE移動局（PC1.5）と同一である。
 下り（移動局対向）については、過去の検討で、基地局の設置場所の制約等の設定で共用可能となっている。
 上り（基地局対向）については、 2018年7月の移動局との共用検討（※2）で、モンテカルロシミュレーションの結果、GB=0MHzで共用可能となっている。

 小電力レピータの場合
• 以下の考察により、小電力レピータは、公共業務と共用可能としている。

 小電力レピータの送信電力及び隣接チャネル漏洩電力は、下り（移動局対向）、上り（基地局対向）共に、それぞれ24dBmと-31dBcである。一方、アンテナ利得は、下
りが0dBi、上りが9dBiであるため、EIRPの高い、上り(EIRP=-33dBm)で検討している。

 アンテナ利得を含めた隣接チャネル漏洩電力で評価すると、干渉電力は、0.8dBの増加があるが、公共業務側の所要改善量のマージンの範囲内であることが公共業務側無
線局の免許人との間で確認された。

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
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４-1．公共業務との共用検討 ～共用検討手法～
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 過去の検討※1との違いは「ローカル5G無線局の運用場所」のみであり、過去の検討結果から得られる知見（基地局との共用条件が最も厳しく、基地局は設置場所制限が必要※2）
は、そのまま適用できると考えられる。

 そのため、基地局との共用条件について、過去の検討※と同じ手法で、同じ共用検討パターンについて評価する（下図表参照）。

項目 概要
公共業務用固定局の設置位置 代表例として北陸地域の2か所で評価

ローカル5G基地局の設置位置 公共業務用固定局の設置位置を中心とする半径100km以
内の1km2毎の地点を考慮

評価手法

帯域内干渉
各ローカル5G基地局が公共業務用固定局に及ぼす帯域内
干渉について、公共業務用固定局の許容干渉電力と比較
帯域外干渉
公共業務用固定局が各ローカル5G基地局に及ぼす帯域外
干渉について、ローカル5G基地局の許容干渉電力と比較

今回の共用検討手法（公共業務用固定局の設置位置以外は、過去の検討※と同じ）

海上
ローカル5G

地上高20m

公共業務

海抜1.5m：移動局

海抜40m：マクロ
海抜10m：スモール

公共業務用固定局

ローカル5G基地局

100km

1km
×

1km

帯域内干渉

帯域外干渉

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日及び2023年６月21日）
※2 基地局（及び陸上移動中継局の下り）とは設置場所の制約により共用可能、移動局（及び陸上移動中継局の上り、小電力レピータ）については条件なしで共用可能となっている。
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４-1．公共業務との共用検討 ～共用検討パラメータ～

公共業務用固定局の共用検討パラメータ

項目 設定値

送信電力密度 公共業務用無線局の値

送信帯域幅 公共業務用無線局の値

空中線地上高 20m

空中線最大利得 公共業務用無線局の値

空中線仰角 0度

空中線方位角 公共業務用無線局の値

送信系給電線損失 2dB

受信系給電線損失 1dB

許容干渉電力
（帯域内干渉） 公共業務用無線局の値

11

 公共業務用固定局の共用検討パラメータは、過去の検討※と同じ。

※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
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４-1．公共業務との共用検討 ～検討結果（１）海上L5G基地局⇒公共（帯域内干渉）＠北陸1～

12

 ローカル5G基地局からの帯域内干渉が公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する地点（赤色）が存在。
 スモールセル基地局の場合は、許容干渉電力を超過する地点（赤色）が限定的。

(a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ (a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ

(b)公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する干渉を及ぼす地点（赤色）※
マクロセル基地局から公共業務用固定局への干渉影響（帯域内干渉）

(b)公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する干渉を及ぼす地点（赤色）※
スモールセル基地局から公共業務用固定局への干渉影響（帯域内干渉）

※ 公共業務（固定局）の周囲100km以内（緑色）を1kmメッシュに区切り、当該メッシュ内に存在するローカル5G局からのシングルエントリー干渉を計算した結果。赤色は、ローカル5Gからの干渉量が公共業務（固定局）の干渉閾値を超えていることを意味している。

マクロセル基地局与干渉 スモールセル基地局与干渉
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４-1．公共業務との共用検討 ～検討結果（１）公共⇒海上L5G基地局（帯域外干渉）＠北陸1 ～

13

 公共業務用固定局からの帯域外干渉がローカル5G基地局の許容干渉電力を超過する地点（赤色）が存在。
 マクロ、スモールセル基地局共に、許容干渉電力を超過する地点（赤色）が限定的。

(a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ (a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ

(b)L5G基地局の許容干渉電力を超過する干渉が及ぶ地点（赤色）※
公共業務用固定局からマクロセル基地局への干渉影響（帯域外干渉）

(b)L5G基地局の許容干渉電力を超過する干渉が及ぶ地点（赤色）※
公共業務用固定局からスモーセルル基地局への干渉影響（帯域外干渉）

※ 公共業務（固定局）の周囲100km以内（緑色）を1kmメッシュに区切り、当該メッシュ内に存在するローカル5G局への干渉を計算した結果。赤色は、ローカル5Gへの干渉量が干渉閾値を超えていることを意味している。

マクロセル基地局被干渉 スモールセル基地局被干渉
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４-1．公共業務との共用検討 ～検討結果（１）海上L5G基地局⇒公共（帯域内干渉）＠北陸2 ～
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 ローカル5G基地局からの帯域内干渉が公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する地点（赤色）が存在。
 スモールセル基地局の場合は、許容干渉電力を超過する地点（赤色）が限定的。

(a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ (a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ

(b)公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する干渉を及ぼす地点（赤色）※
マクロセル基地局から公共業務用固定局への干渉影響（帯域内干渉）

(b)公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する干渉を及ぼす地点（赤色）※
スモールセル基地局から公共業務用固定局への干渉影響（帯域内干渉）

※ 公共業務（固定局）の周囲100km以内（緑色）を1kmメッシュに区切り、当該メッシュ内に存在するローカル5G局からのシングルエントリー干渉を計算した結果。赤色は、ローカル5Gからの干渉量が公共業務（固定局）の干渉閾値を超えていることを意味している。

マクロセル基地局与干渉 スモールセル基地局与干渉
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４-1．公共業務との共用検討 ～検討結果（１）公共⇒海上L5G基地局（帯域外干渉）＠北陸2 ～

15

 公共業務用固定局からの帯域外干渉がローカル5G基地局の許容干渉電力を超過する地点（赤色）が存在。
 スモールセル基地局の場合は、許容干渉電力を超過する地点（赤色）が若干限定的。

(a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ (a)離隔距離に応じた干渉電力の大きさ

(b)L5G基地局の許容干渉電力を超過する干渉が及ぶ地点（赤色）※
公共業務用固定局からマクロセル基地局への干渉影響（帯域外干渉）

(b)L5G基地局の許容干渉電力を超過する干渉が及ぶ地点（赤色）※
公共業務用固定局からスモールセル基地局への干渉影響（帯域外干渉）

※ 公共業務（固定局）の周囲100km以内（緑色）を1kmメッシュに区切り、当該メッシュ内に存在するローカル5G局への干渉を計算した結果。赤色は、ローカル5Gへの干渉量が干渉閾値を超えていることを意味している。

マクロセル基地局被干渉 スモールセル基地局被干渉
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４-1．公共業務との共用検討 ～検討結果～
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 ローカル5G基地局と公共業務との共用検討結果
• ローカル5G基地局からの帯域内干渉の大きさが公共業務用固定局の許容干渉電力を超過する地点、公共業務用固定局からの帯域外干渉の大きさが

ローカル5G基地局の許容干渉電力を超過する地点について評価。
• その結果、過去の共用検討結果※と同様に、ローカル5G基地局からの影響がある地点と、公共業務用固定局からの影響がある地点が、それぞれ存在す

ることが分かった。

 ローカル5G移動局と公共業務との共用検討結果
• 過去の共用検討結果※1によれば、GB=0MHzの場合、ローカル5G移動局与干渉の場合は共用可能であるが、公共業務与干渉の場合は、離隔

140mで所要改善量7.7dB（帯域内）が残る結果となっている。海上ローカル5Gが利用する4800~4900MHz帯において、自由空間伝搬を前提に、
所要改善量7.7dB（帯域内）を伝搬損だけで解消することを考えると、所要離隔距離は340mとなる。

• HPUEを考慮すると、与干渉電力が5dB増加するが※2、これを伝搬損だけで解消するには、604mの所要離隔距離が必要になる。
• 海上ローカル5Gの場合、移動局は海上に存在するプラットフォーム上で運用されることが前提であるため、陸上に存在する公共業務用固定局との離隔は、

数百m以上確保されていると考えられる。このため、海上ローカル5G移動局と公共業務用固定局との間には、追加の共用条件は不要であると考えられる。

 ローカル5G中継局との共用検討結果
• 過去の共用検討結果※2が適用可能である。

 陸上移動中継局：下り（移動局対向）は、マクロ基地局の電力以下、上り（基地局対向）は、HPUE移動局（PC1.5）と同一であるため、
下り（移動局対向）は、基地局と同じ共用条件で、上り（基地局対向）は、移動局と同様に、共用可能と考えられる。

 小電力レピータ：影響がもっとも大きくなる、上りアンテナ利得を含めた隣接チャネル漏洩電力で評価すると、干渉電力は、0.8dBの増加があるが、
公共業務側の所要改善量のマージンの範囲内であることが公共業務側無線局の免許人との間で確認されたため、共用可能と考えられる。

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）
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４-1．公共業務との共用検討 ～まとめ～
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 公共業務との共用検討のまとめ
• 海上ローカル5G移動局や中継局について、特段の共用条件を追加する必要が無いことから、海上を含むローカル5Gと公共業務用固

定局との共用条件は、ローカル5G基地局との共用検討結果を考慮して定めることができる。

• ローカル5G基地局と公共業務との干渉影響の計算結果から、ローカル5G基地局から公共業務用固定局への影響がある地点と、公
共業務用固定局からローカル5G基地局への影響がある地点が、それぞれ存在することが分かった。

• 従って、共用条件として、従来と同様に、海上ローカル5G基地局と公共業務用固定局の少なくとも一方への干渉影響がある地点への
海上ローカル5G基地局の設置を避けるように禁止エリアを定義することで、共存可能である。
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 ローカル5G基地局との共用検討
• 2018年7月の共用検討結果※2から、ローカル5G基地局⇒5GHz帯無線アクセスシステムが支配的としている。
• ローカル5G基地局⇒5GHz帯無線アクセスシステムについて所要改善量を計算（右表）
• 所要改善量が残留するものの、所要改善量を低減するための方策として以下の項目をあげ、総合的に考慮した結果として、“互いに近接した条件で運用

されない限りは、所要改善量はマイナスになると想定され、共用可能と考えられる”と、取りまとめている。
 所要改善量は正対条件で算出しているが、実際の設置条件では、お互いに最大利得で正対していることは考えにくい
 水平離隔距離の確保で所要改善量は低減する
 ローカル5G基地局の不要発射の強度の実力値、5GHz 帯無線アクセスシステムの実機の許容干渉電力の実力値を加味できる
 5GHz 帯無線アクセスシステムが実際に利用する下端の周波数は4.91GHz であり、10MHzのガードバンドが存在する

4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～過去の共用検討※1の振り返り（基地局の場合） ～
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基地局種別 送信帯域幅
(MHz)

帯域内干渉
与干渉電力
(dBm/MHz)

帯域内干渉
許容干渉電力
(dBm/MHz)

水平距離
(m)

結合量
(dB)

所要改善量
(dB)

マクロセル 100 -4 -118.8

10 41.2 73.6
50 42.7 72.1 
100 47.6 67.2 
500 61.2 53.6 

1,000 67.7 47.1 

スモールセル 100 -16 -118.8

10.0 38.4 64.4 
50.0 44.1 58.7 
100.0 49.2 53.6 
500.0 62.5 40.3 

1,000.0 68.5 34.3 

(a)帯域内干渉（基地局の空中線指向特性：最大パターン、正対条件）

基地局種別 送信帯域幅
(MHz)

帯域外干渉
与干渉電力

(dBm)

帯域外干渉
許容干渉電力

(dBm)
水平距離

(m)
結合量
(dB)

所要改善量
(dB)

マクロセル 100 48 -36

10 41.2 42.8 
50 42.7 41.3 
100 47.6 36.4 
500 61.2 22.8 

1,000 67.7 16.3 

スモールセル 100 25 -36

10 38.4 22.6 
50 44.1 16.9 
100 49.2 11.8 
500 62.5 -1.5 

1,000 68.5 -7.5 

(b)帯域外干渉（基地局の空中線指向特性：最大パターン、正対条件）

過去の共用検討結果（ローカル5G基地局⇒5GHz帯無線アクセスシステム）
(※1報告書 表4.1.3.2-1より引用)

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
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 ローカル5G移動局との共用検討
• モンテカルロシミュレーションによる評価において、所要改善量が最大10dB程度残るケースがあるが、5GHz帯無線アクセスシステムの実力値を考慮すると、

共用可能と結論づけている。
• HPUE(PC1.5)の場合は、空中線電力が6dBの増加となるため、実力値(10dB程度)を考慮しても、所要改善量が、1.7dB残るものの、以下の要因

を考慮すれば、共用可能と考えられるとしている。
 移動局においても同一敷地内では運用しない等の離隔距離の対策をする
 実利用では4.9-4.91GHz の10MHz をガードバンドとして確保可能なこと

4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～過去の共用検討※の振り返り（移動局の場合） ～

19
※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日、2020年7月14日、2023年6月21日）
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 ローカル5G陸上移動中継局との共用検討
• 下り(移動局対向)はマクロ基地局の電力以下、上り(基地局対向)はHPUE移動局(PC1.5) と同一であり、基地局と同じ共用条件を適用することで共

用可能と考えられるとしている。
 基地局の設置において、同一敷地内（必要に応じて近接敷地も含む）に5GHz 帯無線アクセスシステムが確認できた場合には、基地局の離隔

距離を確保する等の対策に合わせて、陸上移動中継局においても、同一敷地内では運用しない等の離隔距離の対策をすること。

 ローカル5G小電力レピータとの共用検討
• 小電力レピータの諸元を移動局、基地局と比較することにより、新たな検討を行うことなく、共用可能と考えられるとしている。

 移動局対向は過去に検討済みのシステム諸元の範囲内であり、基地局対向はシステム諸元を上回るものの、屋内利用を想定していることから、建
物侵入損による減衰（-16dB 程度）で過去に検討済みの範囲内となり、新たな検討は不要と考えられる。

4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～過去の共用検討※の振り返り（中継局の場合） ～

20
※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）
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4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～共用検討手法～

21

 過去の検討※との違いは「ローカル5G無線局の運用場所」のみであり、過去の検討結果から得られる知見は、そのまま適用できると考えられる。
 そのため、過去の検討※と同じ手法で、同じ共用検討パターンについて評価する（下図参照）。
 電波伝搬については、過去の検討と同様に自由空間伝搬を前提に検討する。

海抜40m：マクロ
海抜10m：スモール

ローカル5G

地上高
12m

海抜1.5m

自由空間伝搬（LOS）
離隔距離：10~1,000m

5GHz帯
無線アクセスシステム

過去の干渉検討イメージ

海抜40m：マクロ
海抜10m：スモール

海上
ローカル5G

地上高
12m

海抜1.5m

海上伝搬も自由空間伝搬（LOS）
離隔距離：陸上＋海上（~22km）

5GHz帯
無線アクセスシステム

今回の干渉検討イメージ

※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日及び2023年6月21日）
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4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～共用検討パラメータ～

5GHz帯無線アクセスシステムの共用検討パラメータ
(※1報告書 表4.1.3.3-3より引用)

項目
設定値

5MHzシステム 10MHzシステム 20MHzシステム 40MHzシステム
最大実効放射電力※2 5Wかつ1W/MHz 5Wかつ1W/MHz 5Wかつ1W/MHz 5Wかつ1W/MHz

内訳（参考値）
空中線電力※2

250mWかつ
50mW/MHz

250mWかつ
50mW/MHz

250mWかつ
25mW/MHz

250mWかつ
50mW/MHz

内訳（参考値）
空中線利得※2

13dBi（空中線電力が上記に満たない場合、その低下分を空中線利得で補うこ
とができる）

不要発射の強度 -41.6dBm/MHz -40.0dBm/MHz -37.1dBm/MHz -37.1dBm/MHz
送信系給電線損失 0dB 0dB 0dB 0dB
空中線高 12m 12m 12m 12m
チャネル帯域幅※2 4.5MHz 9MHz 19.7MHz 38MHz
※2 無線設備規則の規定に基づく

項目 設定値（5MHz、10MHz、20MHz、40MHzシステム共通）
許容干渉電力（帯域内干渉） -118.8dBm/MHz（I/N=-10dB、NF=5dB）

許容感度抑圧電力（帯域外干渉） -36dBm
空中線利得 16dBi

受信系給電線損失 0dB
空中線高 12m

(a)送信側の諸元

(b)受信側の諸元

5GHz帯無線アクセスシステムの空中線指向特性
(※1報告書 図4.1.3.3-4より引用)

22

 ローカル5G、5GHz帯無線アクセスシステムの共用検討パラメータは、過去の検討※1と同じ。

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
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4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～検討結果（基地局の場合）～
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 海上ローカル5G基地局の場合
• 海上ローカル5G基地局が沿岸10m~22kmに存在する場合の所要改善量を下表に示す（黄色部分）。
• 海上ローカル5Gの場合、陸上の5GHz帯無線アクセスシステムとの離隔距離が大きくなるので、帯域内干渉、帯域外干渉共に、所要改善量が大きく改

善する。
• 過去の共用検討※で考察した干渉軽減要因は、海上ローカル5Gにもそのまま適用可能と考えられるため、過去と同様に、共用可能と考えられる。

基地局種別 送信帯域幅
(MHz)

帯域内干渉
与干渉電力

(dBm/MHz)

帯域内干渉
許容干渉電

力
(dBm/MHz)

水平距離
(m)

結合量
(dB)

所要改善量
(dB) 備考

マクロセル 100 -4 -118.8

10 41.3 73.5 

過去の検討
結果

50 42.8 72.0 
100 47.7 67.1 
500 61.2 53.6 

1,000 67.7 47.1 
5,000 82.5 32.3 

今回の検討
結果

10,000 88.5 26.3 
15,000 92.1 22.7 
22,000 95.4 19.4 

スモールセル 100 -16 -118.8

10 38.4 64.4 

過去の検討
結果

50 44.1 58.7 
100 49.2 53.6 
500 62.5 40.3 

1,000 68.5 34.3 
5,000 82.5 20.3 

今回の検討
結果

10,000 88.5 14.3 
15,000 92.1 10.7 
22,000 95.4 7.4 

基地局種別 送信帯域幅
(MHz)

帯域外干渉
与干渉電力

(dBm)

帯域外干渉
許容干渉電

力
(dBm)

水平距離
(m)

結合量
(dB)

所要改善量
(dB) 備考

マクロセル 100 48 -36

10 41.3 42.7 

過去の検討
結果

50 42.8 41.2 
100 47.7 36.3 
500 61.2 22.8 

1,000 67.7 16.3 
5,000 82.5 1.5 

今回の検討
結果

10,000 88.5 -4.5 
15,000 92.1 -8.1 
22,000 95.4 -11.4 

スモールセル 100 25 -36

10 38.4 22.6 

過去の検討
結果

50 44.1 16.9 
100 49.2 11.8 
500 62.5 -1.5 

1,000 68.5 -7.5 
5,000 82.5 -21.5 

今回の検討
結果

10,000 88.5 -27.5 
15,000 92.1 -31.1 
22,000 95.4 -34.4 

海上ローカル5G基地局との共用検討結果（帯域内干渉） 海上ローカル5G基地局との共用検討結果（帯域外干渉）

※ 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
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4-2．5GHz帯無線アクセスシステムとの共用検討 ～検討結果（移動局、中継局）～
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 海上ローカル5G移動局の場合
• 過去の共用検討※1においては、モンテカルロシミュレーションによる評価で所要改善量が最大10dB程度残るケースがあるが、5GHz帯無線アクセスシス

テムの実力値を考慮すると、共用可能としている。
• また、HPUEにおいても、上記の実力値に加え、同一敷地内で運用しない等の運用上の配慮等をすれば、共用可能と結論づけている※2。
• 海上ローカル5Gの場合も、基地局と同様に、離隔距離が大きくなるので、過去の結論をそのまま採用し、共用可能であると考えられる。

 海上ローカル5G中継局の場合
• ローカル5G陸上移動中継局

• 下り(移動局対向)はマクロ基地局の電力以下、上り(基地局対向)はHPUE移動局(PC1.5) と同一であり、基地局と同じ共用条件を適用する
ことで共用可能と考えられるとしている。

• ローカル5G小電力レピータとの共用検討
• 小電力レピータの諸元を移動局、基地局と比較することにより、新たな検討を行うことなく、共用可能と考えられるとしている。

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）
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 過去の検討※3での検討により、ローカル5G同士の干渉検討の組み合わせは、表1のようにまとめられる。
 海上L5Gは屋外での運用と考えられるため、過去の検討※1、2、3から、屋外条件を前提とした結果を振り返る（表2）。
 表2より、基地局与干渉の場合に、所要離隔距離が大きくなっていることがわかる。

表1 ローカル5G同士の共用検討の組み合わせ（※3より抜粋）

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）

干渉シナリオ 検討結果 共用可能性

同期運用 検討省略 ガードバンド0MHzによる共用が実現可能であると考え
られる。

非
同
期
運
用

基地局
⇒

基地局

帯
域
内

マクロセル：所要改善量80.1dB（正対条件@20m）
スモールセル：所要改善量64.1dB（正対条件@20m）

所要改善量が残るものの、基地局のアンテナ指向方
向を併設から正反対に変え、さらに離隔を数百m程度
確保することで所要改善量がマイナスとなることから、基
地局タイプの選択、基地局アンテナの向きや離隔の確
保、遮蔽対策等の事業者間調整により、共用は可能
な範囲と考えられる、としている。

帯
域
外

マクロセル：所要改善量69.1dB（正対条件@20m）
スモールセル：所要改善量42.1dB（正対条件@20m）

移動局
⇒

移動局
※4

帯
域
内

＜移動局（PC3）⇒移動局（PC3）＞
最悪値条件：所要改善量26.2dB（40MHz）、所要改善量22.2dB（100MHz）
確率的評価：所要改善量-5.0dB@40MHz、所要改善量-8.5dB（100MHz）

＜移動局（PC1.5）⇒陸上移動中継局（基地局対向）＞及び
＜移動局（PC1.5）⇒移動局＞
所要改善量-2.5dB（＝-8.5dB(100MHz)+6dB）

＜移動局（PC1.5）⇒小電力レピータ（基地局対向）＞
所要改善量+6.5dB（＝-8.5dB(100MHz)+6dB+9dB）

＜陸上移動中継局（基地局対向）⇒陸上移動中継局（基地局対向）＞及び
＜陸上移動中継局（基地局対向）⇒移動局＞
所要改善量-2.5dB（＝-8.5dB(100MHz)+6dB）

移動局（PC3）与干渉の場合は、確率評価において
所要改善量がマイナスとなるため、共用可能。

移動局（PC1.5）与干渉の場合は、通常端末
（PC3）から空中線電力が6dBの増加となるが、陸
上移動中継局（基地局対向）及び移動局同士の
場合は、所要改善量は、マイナスになることから共用可
能。小電力レピータ（基地局対向）の場合は、
6.5dBのプラスだが、建物侵入損（-16dB）が期待
できるため共用可能な範囲と考えられる。

陸上移動中継局与干渉の場合は、所要改善量がマ
イナスとなるため、共用可能。

帯
域
外

最悪値条件：所要改善量1.1dB（40MHz~100MHz）
確 率 的 評 価 ： 所 要 改 善 量 -34.7dB （ 40MHz ） 、 所 要 改 善 量 -38.7dB
（100MHz）

与干渉

被干渉
基地局

移動局 陸上移動中継局 小電力レピータ

PC3 HPUE
(PC1.5) 移動局対向 基地局対向 移動局対向 基地局対向

基地局 2020年7
月※2

2018年7
月※1 準同期 検討不要

準同期条件 準同期 検討不要
準同期条件 準同期

移動局

PC3 2018年7
月※1

2020年7
月※2

2023年6
月※3 準同期 2023年6

月※3 準同期 検討不要
屋内

HPUE
(PC1.5) 準同期 検討不要

移動局諸元
2023年6

月※3 準同期 2023年6
月※3 準同期 検討不要

屋内

陸上移動中
継局

移動局対向 検討不要
準同期条件 準同期 準同期 検討不要

準同期条件 準同期 検討不要
準同期条件 準同期

基地局対向 準同期 検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3 準同期 2023年6

月※3 準同期 検討不要
屋内

小電力レ
ピータ

移動局対向 検討不要
準同期条件 準同期 準同期 検討不要

準同期条件 準同期 検討不要
準同期条件 準同期

基地局対向 準同期 検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3 準同期 検討不要

屋内 準同期 検討不要
屋内

• 検討不要の理由は以下の通りとしている※3。
 斜線部：準同期条件では検討不要の組み合わせ
 準同期条件：準同期条件では、ローカル5Gが与干渉となる干渉パターンが発生しない
 屋内：屋内利用時の建物侵入損(-16dB程度）を考慮すると過去の検討の範囲内になる
 移動局諸元：HPUEの検討結果に含まれる

表2 過去の検討結果※2、3

※4 移動局(PC1.5)⇒陸上移動中継局（基地局対向）及び小電力レピータ（基地局対向）、陸上移動中継局（基地局対向）⇒陸上移動中継局
（基地局対向）及び移動局を含む
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 過去の検討※3での検討により、ローカル5G同士の干渉検討の組み合わせは、表1のようにまとめられる。
 海上L5Gは屋外での運用と考えられるため、過去の検討※1、2、3から、屋外条件を前提とした結果を振り返る（表2）。
 表2より、基地局与干渉の場合に、所要離隔距離が大きくなっていることがわかる。

干渉シナリオ 検討結果 共用可能性

同
期
運
用

基地局
⇒移動局

マクロセル：所要離隔距離160,700m 基地局与干渉の場合は、見通し（LOS）条件では所要
離隔距離が大きいが、見通し外（NLOS）条件では数百
m～数km程度となることから、共用は可能な範囲と考えら
れる、としている。

HPUE(PC1.5)及び陸上移動中継局（基地局対向）与
干渉の場合は、見通し（LOS ）条件では所要離隔距離
は45 ㎞程度となるが、見通し外（NLOS 条件）では
500m 程度となることから、共用は可能な範囲と考えられ
る、としている。また、小電力レピータ（移動局対向）被干
渉の場合は、NLOS条件で60m程度となることから共用可
能な範囲としている。

移動局⇒
基地局

※4

＜移動局（PC3）⇒基地局（マクロセル）＞
所要離隔距離22,650m(40MHz)、所要離隔距離14,320m(100MHz)

＜移動局（PC1.5）⇒基地局（マクロセル）＞、
＜移動局（PC1.5）⇒陸上移動中継局（移動局対向）＞、
＜陸上移動中継局（基地局対向）⇒基地局（マクロセル）＞及び
＜陸上移動中継局（基地局対向）⇒陸上移動中継局（移動局対向）＞
所要離隔距離45,200m(40MHz)、所要離隔距離28,600m(100MHz)

＜移動局(PC1.5)⇒小電力レピータ（移動局対向）＞
所要離隔距離496m(40MHz)、所要離隔距離314m(100MHz)

非
同
期
運
用

基地局⇒
基地局

マクロセル：所要離隔距離5,700,000m
スモールセル：所要離隔距離452,000m

見通し外（NLOS）条件でも所要離隔距離が数十km程
度となるが、基地局アンテナの向きを正対条件から背中向き
の正反対とすることで、数百～数km程度になることから、
NLOS 環境となるようなサイトエンジニアリングを行なうことで
共用は可能な範囲と考えられる、としている。

移動局⇒
移動局

※5

＜移動局（PC3）⇒移動局＞
所要離隔距離640m(40MHz)、所要離隔距離404m(100MHz)

＜移動局（PC1.5）⇒移動局＞及び
＜陸上移動中継局（基地局対向）⇒移動局＞
所要離隔距離1,275m(40MHz)、所要離隔距離806m(100MHz)

＜移動局（PC1.5）⇒陸上移動中継局（基地局対向）＞
所要離隔距離3,200m(40MHz)、所要離隔距離2,025m(100MHz)

＜移動局（PC1.5）⇒小電力レピータ（基地局対向）＞
所要離隔距離1,397m(40MHz)、所要離隔距離884m(100MHz)

移動局（PC3）与干渉の場合は、見通し（LOS）条件
で所要離隔距離は400～600m 程度となるが、見通し外
（NLOS）条件では最大で10m 程度となることから、共用
は可能な範囲と考えられる、としている。

HPUE(PC1.5)与干渉の場合は、見通し（LOS）条件で
所要離隔距離は移動局被干渉で1,275m、陸上移動中
継局（基地局対向）被干渉で3,200m 程度となるが、
見通し外（NLOS ）条件では、それぞれ15m、77m 程
度となることから、共用は可能な範囲と考えられる、としてい
る。また、小電力レピータ（基地局対向）被干渉の場合
は、NLOS条件で70m程度となることから共用可能な範囲
としている。

表1 ローカル5G同士の共用検討の組み合わせ（※3より抜粋）

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）

与干渉

被干渉
基地局

移動局 陸上移動中継局 小電力レピータ

PC3 HPUE
(PC1.5) 移動局対向 基地局対向 移動局対向 基地局対向

基地局 2020年7
月※2

2018年7
月※1

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

移動局

PC3 2018年7
月※1

2020年7
月※2

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

HPUE
(PC1.5)

検討不要
基地局諸元

検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

陸上移動中
継局

移動局対向 検討不要
基地局諸元

検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

基地局対向 検討不要
基地局諸元

検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

小電力レ
ピータ

移動局対向 検討不要
基地局諸元

検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

基地局対向 検討不要
基地局諸元

検討不要
移動局諸元

2023年6
月※3

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

検討不要
基地局諸元

検討不要
屋内

• 検討不要の理由は以下の通りとしている※3。
 基地局諸元、移動局諸元：過去の検討の諸元の範囲内
 屋内：屋内利用時の建物侵入損(-16dB程度）を考慮すると過去の検討の範囲内になる

表2 過去の検討結果※2、3

※4 移動局(PC1.5)⇒陸上移動中継局（移動局対向）、小電力レピータ（移動局対向）及び陸上移動中継局（基地局対向）⇒基地局、陸上移動
中継局（移動局対向）を含む
※5 移動局(PC1.5)⇒陸上移動中継局（基地局対向）、小電力レピータ（基地局対向）及び陸上移動中継局（基地局対向）⇒移動局を含む
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 過去の検討※1では、屋外利用においては、移動局が通常端末（PC3）かHPUE（PC1.5）かに依らず、基地局与干渉において比較的大きな離隔距離が必要という結果となってい
る。その結果を踏まえ、ローカル5Gシステムの運用に際しては、電波法関係審査基準に定められた計算手法を用いて、カバーエリア、調整対象区域を算出し、調整干渉区域が重なる場
合においては、免許人間で事前調整を行った上で、システムを運用することが前提となっている。

 従って、海上を含むローカル5G同士の共用可能性の評価においても、電波法関係審査基準に定められたカバーエリア、調整対象区域として設定される許容干渉電力を超過しないことで
を評価基準とすることが適切である。

 海上ローカル5G基地局が、4800MHz、100MHz幅で運用する場合の受信電力Prを算出し、カバーエリア、調整対象区域の観点から、現実的な範囲でローカル5G同士の共用可能
性について考察する。

＜受信電力Prの計算式＞
Pr＝Pt＋Gt-Lf＋Gr-L-8
Pr（dBm）：受信レベル（受信電力）
Pt（dBm）：送信電力（基地局の空中線電力）
Gt（dBi） ：送信アンテナ利得
Lf（dB） ：基地局の給電線損失
Gr（dBi） ：受信アンテナ利得
L（dB） ：伝搬損失※2

申請者の無線設備の
区分

40MHz
システム

50MHz
システム

60MHz
システム

80MHz
システム

100MHz
システム

カバーエリア -88.6dBm -87.6dBm -86.9dBm -85.6dBm -84.6dBm

調整対象区域
（許容干渉レベル） -95.0dBm -94.0dBm -93.0dBm -92.0dBm -91.0dBm

4500~4900MHzにおける受信電力 Pr

マクロセル基地局の空中線指向特性
（包絡線パターンを採用）

スモールセル基地局の空中線指向特性
（最大パターンを採用）

30dB

30dB

※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 基地局と伝搬損失を算定する地点との距離に応じて、自由空間、拡張秦式等が規定されている。海上ローカル5Gの検討では、自由空間で評価する
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 調整対象区域までの距離は、マクロセル基地局では、指向性方向で6.3km、反対方向（アンテナ利得差30dBで計算）で0.2kmの離隔距離が必要であるが、干渉影響をより低減で
きるような無線パラメータの設定や、より大きなチルト角の採用等のサイトエンジニアリングを積極的に実施することで、共用可能性がより大きくなると考えられる。

 スモールセル基地局では、指向性方向で1.6km、反対方向で0.0.5kmとなるため、マクロセル基地局よりも共存可能性が高いと考えられる。特に、陸上の既存ローカル5G基地局との共
存においては、海上ローカル5G基地局側で指向性方向を遠洋側に向ける等の工夫をすることや、干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定により、共存可能性はさらに大きく
なると考えられる。

同一周波数における受信レベルPr

カバーエリア
（-84.6dBm）

調整対象区域
（-91.0dBm）

マクロセル
基地局

指向性方向 3km 6.3km

反対方向 0.09km 0.2km

スモールセル
基地局

指向性方向 0.8km 1.6km

反対方向 0.02km 0.05km

既存審査基準における規定値に到達する距離
（100MHzシステムの場合）
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5-1．ローカル5G同士の共用可能性 ～検討結果（同一周波数の場合）～
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 調整対象区域までの距離は、マクロセル基地局では、指向性方向で177km、反対方向（アンテナ利得差30dBで計算）で5.6kmとなるが、干渉影響をより低減できるような無線パラ
メータの設定や、より大きなチルト角の採用等のサイトエンジニアリングを積極的に実施することで、共用可能性がより大きくなると考えられる。

 スモールセル基地局では、指向性方向で12.5km、反対方向で0.4kmとなるため、マクロセル基地局よりも共存可能性が高いと考えられる。特に、陸上の既存ローカル5G基地局との共
存においては、海上ローカル5G基地局側で指向性方向を遠洋側に向ける等の工夫をすることや、干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定により、共用可能性はさらに大きく
なると考えられる。

同一周波数における受信レベルPr

カバーエリア
（-84.6dBm）

調整対象区域
（-91.0dBm）

マクロセル
基地局

指向性方向 85km 177km

反対方向 2.7km 5.6km

スモールセル
基地局

指向性方向 6km 12.5km

反対方向 0.2km 0.4km

既存審査基準における規定値に到達する距離
（100MHzシステムの場合）
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5-１．ローカル5G同士の共用可能性 ～検討結果～
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 ローカル５G同士の共用においては、隣接周波数・非同期、同一周波数・同期/非同期のいずれのケースでも基地局が与干渉となる場合がワーストケースとなる。従って、海上ローカル５
G基地局の運用が可能となる共用条件の基であれば、移動局、中継局ともに運用することが可能となる。

 前述したように、海上ローカル５G基地局与干渉の場合の干渉影響度合いを評価したところ、海上ローカル5G基地局側で干渉影響をより低減できるような無線パラメータを設定すること
や、より大きなチルト角の採用等のサイトエンジニアリングを積極的に実施することで共用可能と考えられることがわかった。

 従って、ローカル５G同士の共用可能性は、以下のようにまとめることができる。

• 隣接周波数・非同期運用の場合
 自由空間伝搬を前提に、干渉調整区域を設定し、当事者間で事前調整することで共用可能である。
 最悪条件となるマクロ基地局が正対した場合でも所要離隔距離は6km程度であり、無線パラメータの適切な選定や、サイトエンジニアリングによる干渉影響低減により、共

用可能である。

• 同一周波数・同期/非同期運用の場合
 自由空間伝搬を前提に、干渉調整区域を設定し、当事者間で事前調整することで共用可能である。
 マクロ基地局では、所要離隔距離が大きいものの、干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定や、より大きなチルト角の採用等のサイトエンジニアリングを積極的

に実施することで、共用可能性がより大きくなる。
 スモール基地局では、所要離隔距離がマクロ局より小さいため、マクロ基地局よりも共用可能性が高い。特に、陸上の既存ローカル5G基地局との共存においては、海上ロー

カル5G基地局側で主ビーム方向を遠洋側に向ける等の工夫をすることや、干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定により、共用可能性はさらに大きくなる。
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※1 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2018年7月31日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2020年7月14日）
※2 総務省 情報通信審議会 情報通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会報告（2023年6月21日）

5-2．隣接帯域の5Gシステムとの干渉検討 ～今回の検討手法～
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 今回の検討手法
• 今後、4900～5000MHz帯に割当てが予定されている５Ｇシステムとの共用可能性については、前述した審査基準を前提とした評価ではなく、過去の５Ｇシステム同士の共用検討※と同じ検

討手法で評価することが適切である。
• 隣接帯域・同期条件：共用可能（検討省略）
• 隣接帯域・非同期条件：発生しうる干渉パターンは、前述した組み合わせと同じである（P.25表1参照）。

 干渉検討パラメータ
• 本検討に用いたローカル５Ｇシステムの干渉検討パラメータは、海上ローカル５Ｇシステムも含めて、過去の検討と同一である（P.5参照）。
• また、今後、4900～5000MHz帯に割当てが予定されている５Ｇシステムについても、P.5～６と同一である。
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5-2．隣接帯域の5Gシステムとの共用可能性 ～検討結果～
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 今後、4900～5000MHz帯に割当て予定の５Ｇシステムとは、隣接周波数の関係になることから、共用可能性については、以下のように考えられる。

 同期運用の場合
• 同期運用を行う場合には、共用可能である。

 非同期運用の場合
• 発生しうる干渉パターンは、前頁の表に示したものだけである。すなわち、①基地局⇒基地局間干渉、②移動局⇒移動局及び陸上移動中継局（基地局対向）、③陸上移動

中継局（基地局対向）⇒移動局及び陸上移動中継局（基地局対向）となる。
• 5Gとローカル5Gは同じ諸元であるため、干渉影響度合いは、前述した評価結果と同じである。
• 従って、ローカル5G同士の検討で評価したように、最悪条件となるのは、①基地局⇒基地局間干渉の場合であり、前述した、ローカル5G同士の検討結果（P.28参照）を適用す

ることで、共存可能性を評価することが可能である。すなわち、非同期運用を行う基地局側でサイトエンジニアリングを行う等により、共用可能と考えられる。
• ②移動局⇒移動局及び陸上移動中継局（基地局対向）、③陸上移動中継局（基地局対向）⇒移動局及び陸上移動中継局（基地局対向）については、いずれも、

HPUE(PC1.5)の場合も含めて、確率計算により共用可能である(P.28参照）。また、海上ローカル5Gとの共用環境では、離隔距離が増加することになるので、干渉影響はさらに
低減すると考えられる。
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６．まとめ（共用条件案）
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 海上ローカル5Gと既存業務との共用条件（案）は、下表の通り。

共用条件（案）
既存業務 共用検討の前提条件 今回の共用検討から導かれる共用条件

公共業務
（固定局）

隣接周波数
（帯域内干渉は、海上ローカル５Ｇ与
干渉、帯域外干渉は、公共業務与干

渉が支配的として検討）
• 陸上と同様に、海上ローカル５Ｇ基地局の発射制限エリア等を規定することで共用可能である。

5GHz帯無線
アクセスシステム

隣接周波数
（海上ローカル５Ｇ基地局与干渉が支

配的として検討）

• 過去と同様に、以下の干渉軽減要因を考慮することで共用可能である。
 水平面指向性をずらす(20～30dB程度改善)
 離隔距離確保(10m⇒500mで20dB程度改善)
 与干渉側の不要発射強度、被干渉側の許容干渉電力の実力値考慮(それぞれ10dB程度)
 5GHz帯無線アクセスの下端は4.91GHzであり10MHzのGBが確保できる

ローカル５Ｇ
システム

隣接周波数
非同期運用

• 自由空間伝搬を前提に、干渉調整区域を設定し、当事者間で事前調整することで共用可能である。
• 最悪条件となるマクロ基地局が正対した場合でも所要離隔距離は6km程度であり、無線パラメータの適切な選定や、サイト

エンジニアリングによる干渉影響低減により、共用可能である。

同一周波数
同期・非同期運用

• 自由空間伝搬を前提に、干渉調整区域を設定し、当事者間で事前調整することで共用可能である。
• マクロ基地局では、所要離隔距離が大きいものの、干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定や、より大きなチル

ト角の採用等のサイトエンジニアリングを積極的に実施することで、共用可能性がより大きくなる。
• スモール基地局では、所要離隔距離がマクロ局より小さいため、マクロ基地局よりも共用可能性が高い。特に、陸上の既存

ローカル5G基地局との共存においては、海上ローカル5G基地局側で主ビーム方向を遠洋側に向ける等の工夫をすることや、
干渉影響をより低減できるような無線パラメータの設定により、共用可能性はさらに大きくなる。

５Ｇシステム 隣接周波数・非同期運用
• 基地局⇒基地局間干渉の場合、非同期運用を行う基地局側でサイトエンジニアリングを行う等で共用可能である。
• 移動局⇒移動局及び陸上移動中継局（基地局対向）、陸上移動中継局（基地局対向）⇒移動局及び陸上移動中

継局（基地局対向）については、いずれも、確率計算により共用可能。
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